
地域医療構想調整会議の
運営について
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平成29年8月 熊本県健康福祉部

資料１



１ 地域医療構想調整会議とは
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 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の４
第２項第７号の規定に基づき策定した地域医療構想
の達成を推進するため、同法第３０条の１４の規定
に基づき県が設置する「協議の場」

本県では、
県全体の調整会議（以下｢県調整会議｣）と
構想区域ごとの調整会議（以下｢地域調整会議｣）

を設置



２ 県調整会議と地域調整会議の役割(議事項目)
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県調整会議 地域調整会議

①調整会議運営方針 ①調整会議運営方針

②病床機能報告結果等による現状共有
及び課題抽出

②病床機能報告結果等による現状共有
及び課題抽出

③将来の提供体制構築のための方向性
共有（各地域の状況報告）

③将来の提供体制構築のための方向性
共有（各医療機関の役割明確化）※

④地域医療介護総合確保基金・県計画 ④地域医療介護総合確保基金・県計画

⑤回復期病床への機能転換施設整備事
業に係る制度設計

⑤回復期病床への機能転換施設整備事
業に係る申請案件の適否

⑥地域調整会議で課題となっている点
の検討、その他情報共有等

⑥その他課題の検討、その他情報共有
等

※スライド６参照



３ 調整会議運営方針
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 地域医療構想の達成を推進するため、関係者が
合意形成に向けた協議を行う。

 上記の協議に当たっては、

(1)必要に応じ、関係医療機関※１に参加を求
める。
※１地域調整会議での「③将来の医療提供体制の方向性共有（各
医療機関の役割明確化）」や「⑤回復期病床への機能転換施
設整備事業に係る申請案件の適否」等の協議に係る医療機関

(2) 在宅医療の推進及び医療・介護連携に係
る会議※２と情報を共有する。
※２ ｢県在宅医療連携体制検討協議会（以下｢県在宅協議会｣）｣、

｢在宅医療連携体制検討地域会議（以下｢地域在宅会議｣）｣
【スライド5、11参照】



H29年度

4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

地
域
医
療
構
想

医療審議会

県調整会議

地域
調整会議

県
在宅協議会

地域
在宅会議

・地域医療構想調整会議の結果報告
（過剰な医療機能への転換等）

10月 3月

6月30日

第
１
回

２月

第
２
回

7～8月

第
１
回

第
２
回

10月

第
３
回

３月

・調整会議運営方針協議
・前年度病床機能報告の結果報告
・今年度の地域医療介護総合確保
基金の県計画協議
・回復期病床への機能転換施設整備
事業実施方針協議 等

・体制構築のための方向性共有
（各構想区域の状況報告）
・次年度の地域医療介護総合確保
基金事業の報告 等

・調整会議運営方針協議
・前年度病床機能報告の結果報告
・今年度の地域医療介護総合確保
基金の県計画協議
・回復期病床への機能転換施設
整備事業実施方針報告 等

・体制構築のための方向性共有①
・次年度の地域医療介護総合確保
基金新規事業に係る意見聴取
・回復期病床への機能転換施設
整備事業申請案件協議 等

・体制構築のための方向性共有②
・次年度の地域医療介護総合確保
基金事業の報告 等

1月

・地域医療構想調整会議の結果報告
（過剰な医療機能への転換等）

・地域医療構想調整会議の結果報告
（過剰な医療機能への転換等）

第
１
回

７月３日

７～８月

第
１
回

第
２
回

第
３
回

第
２
回

９月 １２月

１０月

県の基本的
考え方の検討

素案の
検討

計画案検討〈
参
考
〉在
宅
医
療
の
推
進
等 5

４ 地域医療構想調整会議のスケジュール
【厚生労働省「地域医療構想に関するワーキンググループ」で検討されているスケジュールは「スライド12」参照】



５ 地域調整会議における各医療機関の役割明確化
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(1)各地域調整会議において「政策医療を担う中心
的な医療機関」※の役割について協議を行う。

※協議対象となる「政策医療を担う中心的な医療機関」については、
熊本県地域医療構想「第５章 構想区域ごとの状況」に記載する次
の拠点病院及び地域医療支援病院を基に、各地域調整会議で決定
する。

・図表59｢各構想区域の５疾病に係る拠点病院及び地域医療
支援病院｣

・図表60｢各構想区域の５事業に係る拠点病院｣

厚生労働省「地域医療構想に関するワーキンググループ」で検討されている
「地域医療構想の実現プロセス」を踏まえ、次のように取り扱う
【スライド１３参照】
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(2) 過剰※１な病床機能への転換を予定する※２医
療機関は、地域調整会議で協議を行う。
※１：法第30条の15では、基準日（7月1日時点）と基準日後（基準日の6年後）の病床

機能が異なる場合であって、基準日後病床数が将来(2025年)の病床数の必要量
（厚生労働省令の算定式に基づくもの）に既に達している場合と規定

※２：[事例１]や[事例２]等の場合

⇒ 当該医療機関は、転換する理由等を説明し、
協議が調ったとき※３は転換が認められ、やむ
を得ない事情がないとして協議が調わないとき
は、県は医療審議会の意見を聴いて対応を判断
する。

※３：目安として、出席者の過半数が同意したとき

◆根拠規定：医療法第30条の15
（内容）都道府県知事は、理由書の提出や協議の場（調整会議）への参加を求め、過

剰な医療機能への転換にやむを得ない事情がないと認めるときは、都道府県
医療審議会の意見を聴いて、転換の中止を命令（公的医療機関等以外の医療
機関に対しては要請）することができる。



 Ｙ病院が①の病床機能報告を行う ⇒ 医療法上の対応は生じない

 〃 が②の病床機能報告を行う ⇒ H30年度の地域調整会議で協議を行う

基準日（7月1日：高度急性期）と基準日後（6年後：急性期）の病床機能
が異なる場合であって、急性期における基準日後病床数が病床数の必要量
（厚生労働省令の算定式に基づくもの）に既に達している場合

[事例１]病床機能報告

H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 H34年度 H35年度 H36年度

高度急性期 高度急性期

高度急性期 急性期

①

②

【想定】Ｘ構想区域
：直近の病床機能報告における基準日後の報告病床数が、高度急性期、急性期、
慢性期については2025年の「病床数の必要量」を超過し（＝過剰）、回復期
については不足している状況

＜基準日＞ ＜基準日後＞
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[事例２]病床の種別変更等の許可申請
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一般病床50床

療養病床20床

一般病床60床

療養病床10床

急性期：20床

回復期：30床

慢性期：20床 慢性期：10床

急性期：30床

回復期：30床

 Ｚ病院が法第7条第5項に基づく療養病床から一般病床への「種別変更許可申請」
を行い、病床機能報告上、慢性期から過剰な病床機能となっている急性期に転換
しようとする場合

⇒ 本年7月以降の地域調整会議で協議を行う

変更前 変更後

【想定】Ｘ構想区域
：直近の病床機能報告における基準日後の報告病床数が、高度急性期、急性期、
慢性期については2025年の「病床数の必要量」を超過し（＝過剰）、回復期
については不足している状況



参考(「３ 調整会議運営方針」関係）
『在宅医療の推進及び医療・介護連携に係る会議』
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 厚生労働省は、医療計画、市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険事業支援
計画を一体的に作成し、これらの計画の整合性を確保することができるよう、都道
府県や市町村の医療・介護担当者等の関係者による協議の場を設置することを求め
ている。

 本県では、協議の場として、「県在宅協議会」及び保健所ごとの「地域在宅会議」
で協議を実施する。

 地域調整会議と地域在宅会議のメンバーは、地元医師会等の地域関係団体から推薦
されており、情報の共有が可能。

 また、県在宅協議会のメンバーについても、県調整会議と同様に地域団体等の代表
者等で構成されている。

 多職種団体の地域支部代表者等を中心に、地域の実情に合わせてメンバーを選定す
る。

＜参考＞
医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、訪問看護ステーション連絡協議会、栄養士会、歯科衛生士会、
医療ソーシャルワーカー協会、介護支援専門員協会、老人保健施設協会、宅老所グループホーム連絡会、
市町村保健師協議会、地域包括支援センター、急性期病院地域連携担当者、市町村担当者、住民代表（民生
委員、自治会長等）



参考(「４ 地域医療構想調整会議のスケジュール」関係)

厚生労働省「第４回 地域医療構想に関するワーキンググループ(H29.5.10)」資料【一部抜粋】
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参考(「５ 地域調整会議における各医療機関の役割明確化」関係)

厚生労働省「第４回 地域医療構想に関するワーキンググループ(H29.5.10)」資料【一部抜粋、加筆】
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